
は じ め に 

 

保健所（健康福祉センター）は、地域における保健・医療・福祉の       

広域的・専門的・技術的拠点として、地域住民の健康の保持及び増進を   

図るために、様々な分野の公衆衛生に係る事業を担う機関です。特に、   

近年の健康危機事例の多発の中で保健所は地域における健康危機管理の

拠点として位置づけられています。さらに、令和 6 年 7 月 2 日に新型イン

フルエンザ等対策政府行動計画が改定され、保健所は「感染症危機発生時

の中核」に位置づけられました。 

海外ではハンタウイルスの事例やエボラウイルスの継続的な発生が  

認められており、国際的な移動、気候変動、生態系の変化等は病原体の   

拡散のリスクとなっています。そのため、ネクストパンデミックは備える

べき現実的かつ蓋然性の高いリスクとなっています。 

全国の保健所は、新型コロナウイルス感染症のパンデミックで得た教訓

を踏まえ、国際的な健康危機事案にも、より迅速に対応できるよう更なる

体制強化が求められています。 

当保健所においては、令和 7 年度から管内の医療機関（病院・診療所）

と連携し、新興感染症を想定した実働訓練を実施、訓練後に評価、検証す

ることでネクストパンデミックに対応できる強靭な体制づくりを目指し

て取り組んでいます。地域での対策を進める上で、関係機関の皆様との  

連携は非常に重要と考えております。関係機関の皆様と会議、研修会だけ

でなく実践的な訓練を通じて健康危機に強い地域を目指していきますの

で、ご支援、ご協力のほど、よろしくお願いいたします。 

事業年報は、令和 7 年度の野田保健所（健康福祉センター）の事業実績

を取りまとめたものです。地域の資料として御活用いただければ幸いと 

存じます。 

 

令和 8 年 8 月 

千葉県野田保健所長（野田健康福祉センター長） 新 玲子
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         凡例 

１ 各表、図は、年とあるものは 1 月～12  

月の暦年、年度とあるものは、4 月～翌  

 年 3 月の会計年度である。 

２ 各表中、年号標記のない資料は、令和

7 年度分（令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年

3 月 31 日） 

３ 各表欄外の注を参照のこと。 

４ 各表の数字は、単位未満を四捨五入し

てある。したがって、合計表と内訳の計

が一致しない場合がある。 

５ 各表の符号は、特にことわりのないほ

かは、次のとおりである。 

「 0 」掲載単位に満たないもの 

「－」該当なし 

「…」事実不詳又は資料無し 

「△」減少を示す 

「 r 」既発表の数字を修正したもの 
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